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論 文 内 容 の 要 旨
この論文は建築構造物の地震応答解析法に関する研究と題し, 7童よりなる｡ 内容的には大別して 2部
分からなる｡ 第 1の部分は第 2章から第 4葦に述べる基礎研究としての確定外乱および確率統計的外乱を
受ける動力学系の弾性乃至弾塑性非定常応答の解析的表現に関する研究であり,~第 2 の部分は第 5章から
第 7葦に述べる応用研究としての建築構造物の動的耐震設計法における地震応答解析の方法論的研究であ






第 2章, 第 3章は激震外乱群に対する弾塑性終局耐震設計法に関連し, 構造物, 地盤達成系の非線形性
をポリリニアー形に線形化した弾塑性動力学系モデルと確定関数として与えられる任意の入力パターンを
対象として線形分枝上の解の接続による弾塑性非定常応答の解析的表現について述べている｡ 第 2童では
弾塑性不連続系, 第 3章ではせん断形 1次元連続体と弾塑性不連続系の複合系を対象としているが, とも
に任意の線形分枝上における動力学特性を規定する諸量の分布は互に独立であることを前提とし, ラプラ
ス変換とそれに関連する複素平面上の複素, 非完全, 非線形一般化直交固有値問題を仲介として, 任意線
形分枝上の一般解の統一的表現を誘導するとともに, 弾塑性非定常応答をうるための解析的接続法につき
述べている｡ また連続系を含み第 3章では無限級数表示の解の収束性について論じ, 境界非斉次項に対応
する解の収束性が失なわれる場合の境界斉次化関数の導入についても論じている｡















地震応答解析と終局耐震設計法に関して, 適正な耐震設計資料の誘導を主目的とする第 1段地震 応 答 解
柿, ならびに個々に設計された構造物各部の詳細な耐震安全性の検討を主目的とする第 2 段地震応答解析
について地震波外乱群の想定, 構造物系モデルの設定, 耐震安全性の尺度の選定と許容値の決定, 地震応
答評価法, 耐震安全性の判定, 適正動力学特性の定義等の基本的諸問題について具体的に述べている｡ ま
た確率統計的入力パターンによる弾性構造物の地震応答解析と確率統計的耐震設計法について, 強震加速




基礎地盤達成系の非定常地震応答解析の方法に関する研究であり, 3部からなっている｡ 第 1部は弾塑性
不連続系モデルによる解析法に関するもので, まず基礎地盤の動力学特性を 3次元弾性地盤上の基礎のダ
イナミカル ･ コンプライアンスの有理関数形近似伝達関数で表わし, これと弾塑性構造物および構造物,
地盤問の弾塑性境界層の非線形伝達特性で不連続達成動力学系モデルを構成して非定常応答を評価する方
法について述べ, 具体的に例題を設定して第 2 章の複素, 非線形一般化直交固有値問題を仲介として任意
繰形分枝上の一般解を表現するとともに, アナログ計算機による数値解析とその結果の考察を行なってい
る｡ 第 2部はせん断形弾性 1次元連続体と弾塑性不連続系の複合モデルによる解析法に関するもので, 罪
3章の特殊な場合として線形一般化直交性が成立する場合を対象として, 任意の線形分枝上の一般解を固
有関数展開形の部分と展開不可能な部分に対応する境界斉次化関数によって表わし, 次いで例題を設定し

























答解析と, 個別に設計された構造物系各部の詳細な耐震安全性の検討を主目的とする第 2 段の地震応答解





















て有用な知見を提供している｡ また一方, 弾塑性構造物の適正な耐震設計資料の誘導を主目的とする第 1
段の地震応答解析の全過程を詳しく論ずるとともに, 広範なパラメーター領域で地震応答解析 を実施 し
て, この結果から定性的ならびに定量的な多くの重要な知見をえている｡ さらにこれらの設計資料を用い
て個別に設計される構造物系各部の詳細な耐震安全性の検討を主目的として, 第 2 段の地震応答解析の方
法に関してもその手順を明らかにし, とくに弾塑性接合部を含む建築架構を対象に選んで詳しく論じてい
る｡
これを要するに, この論文は, 建築構造物の動的耐震設計法の基本過程を明らかにするとともに, 主要
な方法論としての地震応答解析の方法について著者特有の研究を進める一方, 統一的な立場からの研究を
総合して建築構造物の耐震設計法に関する有用な多くの知見を加えたもので, 学術上, 実際上寄与すると
ころが少なくない｡ よって本論文は工学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
- 783･｣
